別紙
運用変更に係るQ & A
～　介護保険対象者の同行援護の利用に係る運用変更について　～

　Ｑ１　なぜ、介護保険対象者の同行援護の利用に係る運用を変更するのか？
⇒　尼崎市では、これまで視覚障害者が通院等の支援を希望する場合、従来は居宅介護(通院等介助)を支給決定していたが、令和４年９月１日以降、利用者が効率的に制度利用できるよう居宅介護(通院等介助)を同行援護に統合して支給決定してきました。
また、視覚障害者に限らず、障害のある方が介護保険１号または２号被保険者となった場合、保険制度優先原則から介護保険制度の利用を案内しております。
[bookmark: _Hlk241670874]そのため、視覚障害者が介護保険制度を利用できる場合、同行援護に含まれる通院部分について、介護保険制度での訪問介護による通院・外出介助の利用を案内してきましたが、訪問介護では、同行援護の支援対象となっている移動に必要な情報(視覚情報)を提供することが不十分な場合があるとの指摘があり、他市の運用状況等を含めて検討を行い、本市の運用の変更を行うものです。

[bookmark: _Hlk242360636]Ｑ２　通院に係る外出支援を同行援護で利用する場合、支給量（時間数）はどうなるのか？
　⇒　介護保険制度の対象ではない方と同様に、現行の「尼崎市障害福祉サービス等支給決定基準（ガイドライン）」に定めているとおり、余暇活動や社会参加等に加え、通院に係る外出での利用を希望される場合は、通院の利用を含めて『月60時間』、また、通院が月２０時間を超える利用者については、余暇等に係る利用時間減を考慮して、『月70時間』を上限時間とし、それら上限時間の範囲内で必要時間数を支給することとします。

	通院等に係る必要時間数
	同行援護の上限時間

	通院なし（０時間）
	50時間/月

	通院あり（20時間以下の利用）
	60時間/月

	通院あり（20時間超の利用）
	70時間/月


　
Q３　「上限時間」を超える利用は認められないのか。
　　⇒　原則認められません。
　　　　ただし通院時間の増加により、通院が20時間以下の利用から２０時間を超える利用になるなど、上限時間数が変更される場合は、Ｑ２の上限時間の範囲内で必要時間数を支給することとしています。

Ｑ４　今回の変更により、「同行援護」の対象者は介護保険制度を利用して通院等に係る外出支援を受けることができなくなるのか。
⇒　今回の運用変更は、訪問介護において、同行援護の支援対象となっている移動に必要な情報(視覚情報)を提供することが不十分な場合を想定しており、介護保険制度の利用で情報提供が十分な場合は、今回の変更に伴う申請手続きは不要です。
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